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報 道 資 料

平成２２年３月２４日

平成２２年度組織機構改正及び定期人事異動について

平成２２年４月１日付けで組織機構改正及び定期人事異動を行いますので、その概要について

お知らせします。

第１ 組織機構改正等の概要

平成２２年度の組織機構改正は、「くまもとの夢４カ年戦略」に基づく取組みを加速させるととも

に、財政再建戦略を踏まえ、簡素で効率的な行政システムの構築を目指していく必要がある。

そのため、限られた財源・人員を重点化していく観点から、部局の枠を越えて必要な組織機構

の改正及び人員の重点配置等を行い、新たな組織体制を整備した。

１ 主な改正事項

（１）全庁的な企画立案・政策調整機能の充実・強化のための組織体制の整備

①「企画振興部」の設置

 地方分権の本格化や政令指定都市実現後の県政運営の司令塔的役割として、総合

政策局と地域振興部を統合・再編し、「企画振興部」を設置。地域振興や交通対策と連

動した全庁的な企画立案・政策調整機能の充実・強化を図る。

 政権交代に伴う「国と地方の協議の場」への対応や知事会対応強化のため、東京事

務所の所管を総務部（財政課）から地方分権や知事会等を所管する企画振興部（企画

課）に移管。

②「知事公室」の設置

 「企画振興部」の設置に伴い、秘書、広報等の知事補佐機能に特化した「知事公室」

を設置。

 知事公室には、知事の特命など懸案事項に迅速に対応する専任スタッフを配置し、機

動性のある組織として位置付け。

 首都圏における「くまもとの魅力」のＰＲ等の充実・強化を図るため、知事公室に首都圏

担当の理事を配置（東京事務所長と兼務）し、知事公室と東京事務所の連携を強化。

→首都圏担当の理事の配置は、本県でははじめて
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（２）「くまもとの夢４カ年戦略」の加速化に向けた組織体制の整備

部内局の設置をはじめとした、「くまもとの夢４カ年戦略」の加速化に向けた

組織体制の重点的な整備を実施

■高齢者が主役の地域づくりに向けて

［局レベルの改正事項］

①「長寿社会局」の設置【健康福祉部】

 認知症対策をはじめ高齢者施策を重点的に推進するため「長寿社会局」を設置し、局

内に「高齢者支援課」及び「認知症対策・地域ケア推進課」を設置。

→「長寿」に重点化した部内局の設置は九州初（全国では静岡県、徳島県に続き３番目の設置）

→局長以下、39名の職員（高齢者支援課：24名、認知症対策・地域ケア推進課：15名）を配置予定

［課レベルの改正事項］

②「ねんりんピック推進室」（課並び室）の設置【健康福祉部】

 平成２３年１０月のねんりんピック開催に向け、課内室である「ねんりんピック推進室」を

課並び室として設置。あわせて専任の次長を配置するとともに人員・組織を充実。

※課並び室…プロジェクト等により臨時的な組織を必要とする場合に課と同格の「室」（課並び室）として設

置する所属（H22年度から本格的に導入）。

■リーディング産業による商工業の振興に向けて

［局レベルの改正事項］

③「商工労働局」の設置【商工観光労働部】

 中小企業振興と労働行政を一体的に推進する「商工労働局」を設置し、局内に「商工

振興金融課」、「労働雇用課」及び「産業人材育成課」を設置。

→局長以下、50名の職員（商工振興金融課：22名、労働雇用課：19名、産業人材育成課：9名）を配

置予定
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④「新産業振興局」の設置【商工観光労働部】

 新エネルギー産業や半導体産業をはじめとした新産業に重点化した「新産業振興局」

を設置し、「産業支援課」、「新エネルギー産業振興室」及び「企業立地課」を設置。

→「新産業」に重点化した部内局の設置は全国初

→局長以下、54名の職員（産業支援課：30名、新エネルギー産業振興室：8名、企業立地課：16名）を

配置予定

［課レベルの改正事項］

⑤「新エネルギー産業振興室」（課並び室）の設置【商工観光労働部】

 新産業振興局に環境生活部から新エネルギー関係施策を移管し、ソーラー産業をは

じめとした新エネルギー関連施策の一元化を図る「新エネルギー産業振興室」を課並び

室として設置。

■農林水産業の可能性の大きな飛躍に向けて

［局レベルの改正事項］

⑥「農業振興局」の設置【農林水産部】

 農林水産業の可能性の大きな飛躍に向けて、農産物、加工品のブランド力・販売力、

輸出額を増大させる取組み、農業への企業参入と担い手を育む取組み、遊休農地のフ

ル活用に向けた取組みなどを強化するため、部内局「農業振興局」を設置し、「農地・農

業振興課」、「担い手・企業参入支援課」、「農産物流通企画課」の３課を設置。

→局長以下、52名の職員（農地・農業振興課：28名、担い手・企業参入支援課：13名、農産物流通企

画課：11名）を配置予定

■新幹線全線開業、熊本の拠点性向上に向けて

［課レベルの改正事項］

⑦「新幹線元年戦略推進室」（課並び室）の設置【企画振興部】

 新幹線全線開業を目前に控え、課内室である「新幹線元年戦略推進室」を課並び室

として設置。新幹線元年関係事業の推進に特化し、専任の所属長のもと、迅速な意思決

定が図れる組織体制を構築。

■進学、就業等若者の「夢」の実現に向けて

［課レベルの改正事項］

⑧「私学振興課」の設置【総務部】

 平成２２年３月に策定した「熊本私学夢プラン」に基づく私学振興事業を推進し、熊本

全体の教育レベルの向上につなげるため、「私学文書課」を再編し、私学振興に特化し

た「私学振興課」を設置。
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（３）その他の組織改正事項

［課レベルの改正事項］

①「県政情報文書課」の設置【総務部】

 私学文書課の再編にあわせて、法制関係、公益法人、情報公開等を所管する「県政

情報文書課」を設置。

②「財政改革室」の廃止【総務部】

 平成２０年度に財政再建戦略を策定し、平成２１年度にフォローアップを実施したこと

から、「財政改革室」を発展的に解消し、業務を財政課に移管。

③「地方税徴収特別対策室」の廃止【総務部】

 これまで熊本市を含む11市町から職員を受け入れ、直接支援を実施し、一定の成果

（収納率の向上、市町村の徴収スキルアップ）が得られたことから「地方税徴収特別対策

室」を発展的に解消し、県税事務所及び各地域振興局税務課で引き続き県市等が連携

した徴収体制を継続。

（参考）知事部局以外の組織改正事項

○荒瀬ダムの撤去体制の整備 企業局

 荒瀬ダムの撤去方針に対応し、荒瀬ダム対策室を「荒瀬ダム撤去準備室」に改編。

２ 職員配置数の状況（知事部局）

（１）知事部局職員数の増減の状況

 知事部局の職員数は、▲１６８人削減（3/24現在速報値）の見込みであり、１年間の削減

数としては過去最大。

 「財政再建戦略」に基づく定員管理計画では、知事部局の職員数を平成２０年４月か

ら平成２４年４月までの４年間で▲１０％(▲４８２人)削減を目標。

 平成２０年４月から２年間の削減数累計は▲３０４人の見込みであり、平成２２年４月時

点の定員管理計画進捗率は約６３％となっている。
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■定員管理計画に基づく知事部局職員数の削減状況 （単位：人）

年 度 H20.4.1 H21.4.1 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1
（実 績） （実 績） （見込み） （見込み）

職員数 4,820 4,684 4,516 － 4,338
（▲482)

増減数 － ▲136 ▲168 － －
（対前年）

削減数（計） － ▲136 ▲304 － －

進ちょく率 － 28.2% 63.1% － －

（２）職員配置の主な増減事由

職員総数を削減する中で、重点施策等へ対応するため職員を重点的に配置。

職員数の主な増減事由は以下のとおり。

①主な増員事由

・私学振興プロジェクトの推進（私学振興課）

・ねんりんピック大会開催準備（ねんりんピック推進室）

・熊本市の児童相談所設置に伴う支援のための派遣

・高齢者が主役の地域活動業務対応（地域振興課）

・新幹線全線開業に向けたくまもとＰＲ強化（観光交流国際課、くまもとブランド推進課）

・担い手・企業参入支援、農産物流通業務関係（担い手・企業参入支援課、農産物流通企画課）

・会計監査事務の強化（会計課）

②主な減員事由

・副知事秘書・部長室秘書業務の民間委託

・納税窓口業務の非常勤化（県税事務所及び各地域振興局（芦北除く）税務課）

・社会福祉事業団への派遣見直し

・熊本市への権限移譲関係（児童相談、生活保護関係）

・公共事業用地取得業務の縮小（新幹線・熊本駅周辺整備事務所、各地域振興局用地課）
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第２ 人事異動等の概要

１ 全体的事項

人事異動を行うに当たっては、「くまもとの夢」の実現のため、能力・実績本位で職

員を配置し、若手職員や女性職員の積極的な登用など適材適所の配置に努めた。

２ 異動者総数（知事部局） （単位：人）

Ｈ２２年度 異動者総数 ２，２５６
［うち、組織機構改正分を除く］ [１，９８１]

Ｈ２１年度 異動者総数 ２，２３４
［うち、組織機構改正分を除く］ [１，９７８]

３ 異動者数の内訳(知事部局） （［ ］は、組織機構改正分を除く異動者）

（単位：人）

部長級 次長級 課長級 補佐級 係長級 一般職員 合 計
Ｈ22 １２ ４６ ２３４ ７７４ ７０５ ４８５ ２,２５６
年度 [12] [44] [217] [685] [603] [420] [1,981]
Ｈ21 １６ ４５ ２２６ ７００ ７４８ ４９９ ２,２３４
年度 [16] [45] [223] [620] [637] [437] [1,978]

４ 主な異動者

【部長等】

（新職） （氏名） （前職）

知事公室長 安倍 康雄 総合政策局長

理事兼東京事務所長 木村 利昭 東京事務所長

企画振興部長 坂本 基 地域振興部長

商工観光労働部総括審議員

兼政策審議監 竹上 嗣郎 商工観光労働部次長

農林水産部総括審議員

兼農業振興局長 福島 淳 農林水産部次長

農業研究センター所長 瀬口 豊 総務部次長

土木部長 戸塚 誠司 土木部土木技術管理室長

土木部総括審議員

兼土木部次長 天野 雄介 土木部次長

会計管理者兼出納局長 富永 安昭 公立大学法人

熊本県立大学事務局長

熊本県人事委員会事務局長 松見 辰彦 地域振興部次長
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【特別職等】

（新職） （氏名） （前職）

病院事業管理者 横田 堅 環境生活部次長

公立大学法人

熊本県立大学事務局長 益田 和弘 環境生活部次長

【振興局長】

（新職） （氏名） （前職）

宇城地域振興局長 長野 潤一 労働雇用総室長

鹿本地域振興局長 濱名 厚英 広報課長

上益城地域振興局長 船原 幸信 都市計画課長

八代地域振興局長 広崎 史子 首席総務審議員

兼私学文書課長

芦北地域振興局長 由解 幸四郎 首席教育審議員

兼学校人事課長

５ 県と市町村等との人事交流（知事部局）

(1) 県から市町村等への職員派遣（副市町村長を含む）

平成２２年度は１５市町等に３５人を派遣

（平成２１年度は１５市町等に３１人を派遣）

【新たな派遣先】

派 遣 先 派 遣 部 課

熊 本 市 子ども未来局子ども育成部児童相談所
都市建設局次長
都市建設局土木部土木総務課

天 草 市 総務部契約検査課
建設部建築住宅課

山 鹿 市 農林部長

菊 池 市 企画部長

大 津 町 副町長

産 山 村 総務課
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(2) 市町村から県への職員の受け入れ

平成２２年度は２１市町村から県へ５７人の派遣

（平成２１年度は２６市町村から県へ６０人の派遣)

【主な受入所属】

県での受入所属 派 遣 元
総務部市町村総室 熊本市、八代市、天草市、山鹿市、菊池市、西原村、芦北町
企画振興部地域振興課 熊本市、天草市、山鹿市、上天草市、相良村
企画振興部交通対策総室 天草市、合志市、大津町、益城町
健康福祉部医療政策総室 天草市、阿蘇市
福祉総合相談所 熊本市、天草市
（中央児童相談所含む）
福岡事務所 玉名市、天草市、山鹿市、山都町

６ 職員の派遣研修等（知事部局）
平成２２年度は２４人を派遣予定（平成２１年度は２２人）

【国：９人、県：５人、民間等：５人、大学院等５人等】

【主な新規派遣先】

・東京大学公共政策大学院

７ 女性職員の登用（知事部局）
① クラス別女性役付職員数 （ ）は平成21年度 (単位:人)

次長級 課長級 課長補佐級 係長級 計

１ １９ ８７ ３７４ ４８１

（１） （１７） （７８） （３５４） （４５０）

② 職員に占める女性職員の割合 (単位:%)

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

19.0 19.3 19.3 20.0 20.3 20.4 20.6 20.6 21.0 21.5

③ 役付職員（係長級以上）に占める女性職員の割合 (単位:%)

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

9.9 10.5 11.0 11.2 11.5 11.7 12.6 13.3 14.3 15.7

［問い合わせ先］

総務部人事課：白 石（内線３０６２）

府 高（内線３０４５）

小金丸（内線３０６６）



- 9 -

平成２２年度 組織改正の内容
＜参考資料＞

Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１

３課 ２課
総合政策局 知事公室

企画調整課
秘書課 秘書課
広報課 広報課

２総室６課１センター ２総室７課１センター
総務部 総務部

人事課 人事課
人材研修センター 人材研修センター

総務事務センター 総務事務センター
職員厚生室 職員厚生室

私学文書課 県政情報文書課
法制・公益法人室
県政情報室 私学振興課

財政課 東京事務所 財政課
財政改革室

管財課 管財課
資産活用推進室 資産活用推進室

税務課 熊本県税事務所 税務課 熊本県税事務所

地方税徴収特別対策室 自動車税事務所 自動車税事務所

市町村総室 地域振興局 市町村総室 地域振興局

危機管理・防災消防総室 消防学校 危機管理・防災消防総室 消防学校

防災消防航空センタｰ 防災消防航空センタｰ

男女参画・協働推進課 くまもと県民交流館 男女参画・協働推進課 くまもと県民交流館

女性相談センター 女性相談センター

１総室５課 １総室６課１室
地域振興部 企画振興部

地域政策課 企画課 東京事務所

新幹線元年戦略推進室 地域振興課

新幹線元年戦略推進室

川辺川ダム総合対策課 川辺川ダム総合対策課

情報企画課 情報企画課

文化企画課 文化企画課

交通対策総室 交通対策総室

新幹線・並行在来線対策室 新幹線・並行在来線対策室

統計調査課 統計調査課

３総室６課 ［１局］２総室８課１室
健康福祉部 健康福祉部

健康福祉政策課 福祉事務所 健康福祉政策課 福祉事務所

福祉のまちづくり室 保健所 福祉のまちづくり室 保健所

福祉総合相談所 福祉総合相談所

保健環境科学研究所 保健環境科学研究所

社会福祉課 社会福祉課
少子化対策課 児童相談所 少子化対策課 児童相談所

子ども家庭福祉室 清水が丘学園 子ども家庭福祉室 清水が丘学園

高齢者支援総室
認知症対策・地域ケア推進室
ねんりんピック推進室

障がい者支援総室 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ 障がい者支援総室 精神保健福祉ｾﾝﾀｰ

身体障がい者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 身体障がい者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

知的障がい者更生相談所 知的障がい者更生相談所

こども総合療育ｾﾝﾀｰ こども総合療育ｾﾝﾀｰ

医療政策総室 医療政策総室
国保・高齢者医療室 国保・高齢者医療室

健康づくり推進課 健康づくり推進課
健康危機管理課 食肉衛生検査所 健康危機管理課 食肉衛生検査所

薬務衛生課 薬務衛生課
ねんりんピック推進室

長寿社会局

高齢者支援課

認知症対策・地域ケア推進課
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Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１

１０課 １０課
環境生活部 環境生活部

環境政策課 環境センター 環境政策課 環境センター

環境立県推進室 環境立県推進室
環境保全課 環境保全課
水環境課 水環境課
自然保護課 自然保護課
廃棄物対策課 廃棄物対策課

公共関与推進室 公共関与推進室
水俣病保健課 水俣病保健課
水俣病審査課 水俣病審査課
食の安全・消費生活課 食の安全・消費生活課

消費生活センター 消費生活センター
交通・くらし安全課 交通・くらし安全課
人権同和政策課 人権同和政策課

［１局］１総室６課 ［３局］８課１室
商工観光労働部 商工観光労働部

商工政策課 大阪事務所 商工政策課 大阪事務所

福岡事務所 福岡事務所

産業支援課 産業技術センター

商工労働局
経営金融課

商工振興金融課
企業立地課

労働雇用課
労働雇用総室 熊本高等技術訓練校 （雇用対策グループ）

雇用対策室 技術短期大学校 産業人材育成課 熊本高等技術訓練校

産業人材育成室 技術短期大学校

新産業振興局

産業支援課 産業技術センター

新エネルギー産業振興室
企業立地課

観光経済交流局 観光経済交流局

観光交流国際課 観光交流国際課
国際交流室 （国際交流グループ）

くまもとブランド推進課 くまもとブランド推進課

１総室１３課 ［１局］１総室１５課
農林水産部 農林水産部

農林水産政策課 熊本農政事務所 農林水産政策課 熊本農政事務所

農業研究センター 農業研究センター

林業研究指導所 林業研究指導所

水産研究センター 水産研究センター

団体支援総室 団体支援総室
団体検査室 団体検査室

農村・担い手支援課 農業大学校

担い手支援室
農業技術課 病害虫防除所 農業技術課 病害虫防除所

農業技術支援室 農業技術支援室
農産課 農産課
園芸生産・流通課 園芸課

流通企画室
畜産課 家畜保健衛生所 畜産課 家畜保健衛生所

農村計画・技術管理課 農村計画・技術管理課
技術管理室 技術管理室
国営事業対策室 国営事業対策室

農村整備課 農村整備課
農村環境室 農村環境室

森林整備課 森林整備課
林業振興課 林業振興課
森林保全課 森林保全課
水産振興課 漁業取締事務所 水産振興課 漁業取締事務所

漁港漁場整備課 漁港漁場整備課

農業振興局

農地・農業振興課
担い手・企業参入支援課 農業大学校

農産物流通企画課
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Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１

１１課１室 １１課１室
土木部 土木部

監理課 熊本土木事務所 監理課 熊本土木事務所

用地対策課 用地対策課
土木技術管理室 土木技術管理室
道路整備課 道路整備課
道路保全課 道路保全課
河川課 ダム管理所 河川課 ダム管理所

河川開発室 天草地域ダム建設事務所 河川開発室 天草地域ダム建設事務所

港湾課 港管理事務所 港湾課 港管理事務所

天草空港管理事務所 天草空港管理事務所

都市計画課 新幹線･熊本駅周辺整備事務所 都市計画課 新幹線・熊本駅周辺整備事務所

景観公園室 景観公園室
新幹線都市整備室 新幹線都市整備室

下水環境課 下水環境課
建築課 建築課

建築物安全推進室 建築物安全推進室
営繕室 営繕室

住宅課 住宅課
砂防課 砂防課

会計管理者 会計管理者
２課 ２課

出納局 出納局

会計課 会計課
管理調達課 管理調達課

［参考］

Ｈ２１．４．１ Ｈ２２．４．１

企業局 企業局

総務経営課 総務経営課
荒瀬ダム対策室 荒瀬ダム撤去準備室

工務課 工務課

発電総合管理所 荒瀬ダム管理所 発電総合管理所 荒瀬ダム管理所

都呂々ダム管理事務所 都呂々ダム管理事務所


